
【健康保険被扶養者認定続柄別提出書類一覧表】

提出書類 補足事項 書類入手先

１．健康保険被扶養者（異動）届 ■健保ＨＰ

２．健康保険被扶養者認定申請書 ■健保ＨＰ

３．被扶養者認定にかかわる誓約書 ■健保ＨＰ

４．最新の所得証明書
■市区町村
 (その年１/１現在に住んでいた住所)

５．雇用保険申告書 ■健保ＨＰ

６．離職証明書 ■健保ＨＰ（退職された会社の証明）

　　又は離職票1（写）・2（写） ■退職された会社の証明

５．雇用保険申告書 ■健保ＨＰ

６．離職証明書 ■健保ＨＰ（退職された会社の証明）

　　又は離職票1（写）・2（写） ■退職された会社の証明

【待機中】雇用保険受給資格者証（両面写） （提出は後日でも可） ■ハローワーク

【延長中】受給期間延長通知書（写）又は
教育訓練給付適用対象期間延長通知書（写）

（提出は後日でも可） ■ハローワーク

５．雇用保険申告書 ■健保ＨＰ

６．離職証明書 ■健保ＨＰ（退職された会社の証明）

廃
業 ☆自営を廃業した方 ５.事業廃業届(写) 廃業日は事業廃業届（写）で確認。 ■税務署、国税庁

☆失業給付受給終了した方
５．雇用保険受給者証（写）
　　第1面と支給終了の記載がある面2枚

雇用保険受給資格者証の処理月日から５日以内に申請した場合は、失業給付
を終了した翌日に遡及して認定。 ■ハローワーク

収入のない方（所得証明書が0円） 必須項目
■健保ＨＰ
■市区町村

☆結婚した方 ５．戸籍謄本 入籍日から５日以内に申請した場合は入籍日に遡及して認定。 ■市区町村

５．雇用契約証明書 ■健保ＨＰ

６．給与明細書（写）６か月（原則） ■お勤めの会社

所得証明書に記載の収入が限度額以上の場合、雇用先が異
なる場合は、退職したことが分かる書類が必要です。同じ雇用
先又は限度額内の場合は不要です。

限度額は、60歳未満130万未満、60歳以上又は障害者年金受給者は180万円
未満。

☆雇用形態が変更になった方
５．雇用契約証明書
　　認定後、３か月間毎月給与明細書(写)

雇用契約書裏面の、給与明細証明書欄は見込額を記載し、
雇用契約証明書の雇用期間欄に雇用形態変更日を記載し、
空白に「雇用形態変更」と記載する。

■ハローワーク
■お勤めの会社

年金収入のある方
(老齢・企業・個人・遺族・障害・恩給等）

５．年金振込通知書（写）直近
　　又は年金改定通知書（写）直近

左記の書類がない場合は、年金見込額照会回答票(写)で確認。 ■社会保険事務所

　　自営業・農業・不動産・利子・
　　配当収入等のある方

５．確定申告書類（写）一式
　　【第一～四表・収支内訳書・譲渡内訳書・計算明細書等】

　　又は直近の収入を把握できる書類（帳簿）（写)

自営業の収入は、原則として「売上額－仕入額」により確認する。「修繕費」「減
価償却費」等の一時的な支出は、収入から差し引かない。

■税務署、国税庁

５．被保険者・同居人（内縁）二人の戸籍謄本 同居日から５日以内に申請した場合は同居日に遡及して認定。 ■市区町村

６．世帯全員の住民票（認定対象者含む） 続柄及び筆頭者記載有、マイナンバー記載無 ■市区町村

７．必須項目と状況に応じた書類
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(R8.8版)
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離職日の翌日から５日以内に申請した場合は、離職日の翌日に遡及して認定。
失業給付を受ける場合は、基本手当日額3,612円以上（60歳以上及び障害者
は5,000円以上）となった場合は、被扶養者の削除が必要。

給与収入の実態が３か月確認できない場合は、毎月給与明細書(写)を提出、３
か月間再審査。
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し 離職日の翌日から５日以内に申請した場合は、離職日の翌日に遡及して認定。
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なお、生活基盤を日本に移したものと認められない一時的な滞在の場合は、被扶養者として認定しない。

認定対象者の状況

必須項目

 ☆失業給付を受けない
離職日の翌日から５日以内に申請した場合は、離職日の翌日に遡及して認定。
離職票未発行の場合は雇用保険被保険者資格喪失確認通知書(被保険者通
知用)写で確認。
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【　配　偶　者　】
☆が付いた事例によって、事実発生日より５日以内に被扶養者(異動)届遅延理由書を提出し、必要書類が1か月以内にそろった場合は、遡及認定します。
※内容により追加書類の提出をお願いする場合があります。

☆同居人（内縁）

パート・アルバイトなどで
現在働いている方

収
入
あ
り

特別永住者証明書又は在留カード（写）（在留期間1年以上）及び世帯全員の住民票（同居確認用。続柄及び筆頭者の記載があり、マイナンバーの記載がないもの）【外国人の方で上記書類が提出できない場合】



【健康保険被扶養者認定続柄別提出書類一覧表】

提出書類 補足事項 書類入手先

１．健康保険被扶養者（異動）届 ■健保ＨＰ

２．夫婦共同扶養の書類 配偶者が当健保の被扶養者及び出生時は不要

　　必須のみ

３．最新の所得証明書
所得証明書に給与収入の記載がある場合は、退職したことが分かる書類が必
要。

■市区町村
  （その年１/１現在に住んでいた住所）

４．健康保険被扶養者認定申請書 ■健保ＨＰ

５．被扶養者認定にかかわる誓約書 ■健保ＨＰ

【別居】全日制の学生：在学証明書 全日制の学生は在学証明書で仕送り証明を免除。 ■学校

【別居】全日制の学生以外：仕送り証明※1 全日制の学生以外は送金証明(6か月分)が必要。

３．最新の所得証明書
所得証明書に記載の収入が限度額※2以上で、かつ現在の雇用先が異なる場
合は、退職したことが分かる書類が必要。同じ雇用先の場合又は限度額※2内
の場合は不要。

■市区町村
  （その年１/１現在に住んでいた住所）

４．健康保険被扶養者認定申請書 ■健保ＨＰ

５．被扶養者認定にかかわる誓約書 ■健保ＨＰ

６．雇用契約証明書 ■健保ＨＰ

７．給与明細書（写）６か月（原則） ■お勤めの会社

【別居】全日制の学生：在学証明書 全日制の学生は在学証明書で仕送り証明を免除。 ■学校

【別居】全日制の学生以外：仕送り証明※1 全日制の学生以外は送金証明（6か月分）が必要。

配偶者欄の必須項目と状況に応じた書類

提出書類 補足事項 書類入手先

1.健康保険被扶養者認定申請書
被保険者欄、認定対象者欄（氏名・続柄・生年月日・性別）、裏面のその他生活
費に充当できる収入(元配偶者からの送金の有無)、被保険者名を記載。 ■健保ＨＰ

２.戸籍謄本 ■市区町村

【別居の場合】

３.世帯全員の住民票（被保険者と認定対象者分） 続柄及び筆頭者記載有、マイナンバー記載無 ■市区町村

1.健康保険被扶養者認定申請書
被保険者欄、認定対象者欄（氏名・続柄・生年月日・性別）、裏面のその他生活
費に充当できる収入(元配偶者からの送金の有無等)、被保険者名を記載。 ■健保ＨＰ

２.戸籍謄本 ■市区町村

３.世帯全員の住民票（認定対象者含む） 続柄及び筆頭者記載有、マイナンバー記載無 ■市区町村

必須項目

☆同居人(内縁)の子

16歳以上（給与収入なし）

【　子　】
※内容によっては、確認のため追加で、別途書類を提出いただく場合があります。

16歳以上（給与収入あり）

(R8.8版)

給与収入の実態が３か月確認できない場合は、毎月給与明細書(写)を提出、３
か月間再審査。

認定対象者の状況

☆養子縁組した子

【同居条件】

☆連れ子

認定対象者の状況

【子のその他の要件】下記の子は、子の書類の他、下記の書類が必要。
☆が付いた事例について、事実発生日より５日以内に被扶養者(異動)届遅延理由書を提出し、必要書類が1か月以内にそろった場合は、遡及認定します。
※内容により追加書類の提出をお願いする場合があります。

※2　限度額は、60歳未満130万円未満（19歳以上23歳未満150万円未満を除く）、60歳以上又は障害者年金受給者は180万円未満。

-
2
-

16歳未満(義務教育以下)

※1　送金証明は「ATM・窓口での振込票(写)」又は 「振込元の通帳(写)」 振込人・差出人(被保険者)、受取人(被扶養者)、送金額の記載があるのもの。なお、現金渡し及び通帳振替は不可。
   　　・月額7万以上かつ対象者の月収(年収の1/12)以上
   　　・１か月分しかない場合は、毎月送金証明を５か月間提出し、再審査。

上記以外の16歳以上（退職した人・年金収入・
事業所得のある方等）

☆離婚後の子

　結婚(離婚)等に伴い扶養異動した



【健康保険被扶養者認定続柄別提出書類一覧表】

提出書類 補足事項 書類入手先

１．配偶者の資格情報のお知らせ（写） マイナポータルの資格情報(PDF)写しも可 ■当健保より配布又はマイナポータル

１．被保険者の戸籍謄本 配偶者がいないことを確認するため ■市区町村

２.健康保険被扶養者認定申請書
被保険者欄、認定対象者欄（氏名・続柄・生年月日・性別）、裏面のその他生活
費に充当できる収入(元配偶者からの送金の有無等)、被保険者名を記載。 ■健保ＨＰ

１．配偶者の最新の所得証明書
■市区町村
  （その年１/１現在に住んでいた住所）

２．配偶者の収入のわかる書類

    【給与】配偶者の給与見込み額証明書 提出月より1年間 ■お勤めの会社

    【自営】収支内訳書(写)直近
　　　　     又は所得税青色申告決算書(写)直近

■税務署、国税庁

    【年金】年金振込通知書（写）直近
　　　 　    又は年金改定通知書（写）直近

■社会保険事務所

３．被保険者の給与見込み額証明書 配偶者と同じ月より1年間。被保険者が新規取得の場合は必要なし。 ■お勤めの会社

※配偶者が当健保の被扶養者及び出生時は不要
※内容によっては、確認のため追加で、別途書類を提出いただく場合があります。

　　　　　　夫婦共同扶養調査提出書類フロー

【　子　】夫婦共同扶養　令和３年８月１日より『夫婦双方の収入の多い方が主として生計維持するものとする』

Ｃ.上記以外の場合

-
3
-

A.配偶者が当健保の被保険者

B.配偶者がいない場合

(R7.3版)

〇出生時は添付書類なし。
    被扶養者収入等状況調査にて確認。

認定対象者の状況

配偶者はいますか？

配偶者は当健保の

加入者ですか？

Ｂ

Ｃ

Ａ

配偶者は当健保の

被保険者ですか？

はい

はい

はい

添付書類なし

いいえ

いいえ

いいえ



【健康保険被扶養者認定続柄別提出書類一覧表】

(R3.8版)

　被保険者との関係や扶養能力、被保険者が対象者の主たる生計維持者であり、かつ経済的に主として扶養している事実があることの実態等を総合的に審査する
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【　父・母・祖父・祖母・孫・兄・姉・弟・妹　】　　

※生計維持関係確認のため、必ず被保険者より健保へお問い合わせください。

　被保険者との関係や扶養能力、被保険者が対象者の主たる生計維持者であり、かつ経済的に主として扶養している事実があることの実態等を総合的に審査する

【　義父・義母・義祖父・義祖母・孫（配偶者の連れ子の子）・甥・姪・伯父・叔父・伯母・叔母　】　　同居が条件

※生計維持関係確認のため、必ず被保険者より健保へお問い合わせください。
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